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1 人口の動向  

（1）総人口の推移  

 国勢調査結果によると、本市の人口は平成 22（ 2010）年までは一貫して増加していまし

たが、平成 27（ 2015）年には 49,889 人と減少に転じています。一方、世帯数は増加を続け

ており、世帯平均人員は減少傾向が続いています。  

一方、住民基本台帳では平成 31（ 2019）年 3 月 31 日現在の総人口は 51,080 人であり、

微増している状況にあります。  

 

 

出典：各年「国勢調査」  

図 1-1 世帯数、総人口、世帯平均人員の推移（国勢調査）  

 

 

表 1-1 世帯数、総人口、世帯平均人員の推移（住民基本台帳）  

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年 3 月 31 日現在）  
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（2）年齢 3 区分別人口の推移  

 生産年齢人口は、平成 12（ 2000）年までは増加傾向にありましたが、以降、減少に転じ

ています。年少人口は減少傾向が続き、老年人口は一貫して増加傾向です。平成 17（ 2005）

年の調査からは老年人口が年少人口を上回っています。  

また、令和 27（ 2045）年までの推計をみると、総人口、年少人口及び生産年齢人口とも

に減少傾向が続きます。老年人口は今後も増加傾向にありますが、令和 2 年（ 2020）年以降

は増加がゆるやかになっています。  

 人口割合でみると、昭和 60（ 1985）年からの 30 年間で、年少人口比率は 10.1 ポイント

低下し、逆に老年人口は 15.1 ポイントも増加しています。  

 

出典： RESAS（地域経済分析システム）  

図 1-2 年齢 3 階層別人口の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年齢階層別人口割合は、年齢不詳を除いて算出しています。  

出典：各年「国勢調査」  

図 1-3 年齢 3 階層別人口割合の推移  
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（3）人口ピラミッド  

 人口を 5 歳階級別にみると、平成 27（ 2015）年では、男女とも第一次ベビーブームを含

む世代（ 60〜 64 歳・ 65〜 79 歳）、第二次ベビーブームを含む世代（ 35〜 39 歳・ 40〜 44 歳）

が大きく膨らんでいます。  

 令和 27（ 2045）年の推計を見ると、全体的に極端な窪みはみられなくなりますが、第二

次ベビーブーム世代の膨らみが残るとともに、 90 歳以上の女性の割合が高くなることが予

想されます。  

 
出典： RESAS（地域経済分析システム）  

図 1-4 人口ピラミッド  
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（4）自然動態（出生・死亡）・社会動態（転入・転出）の推移  

 出生数の推移を平成 17（ 2005）年からみると、平成 24（ 2012）年までは 500 人を超え

る程度で横ばいに推移していますが、平成 25（ 2013）年以降は平成 28（ 2016）年を除き

500 人を下回っています。  

死亡数の推移はゆるやかに増加傾向となっており、平成 29（ 2017）年から死亡数が出生

数を上回る「自然減」の状態に転じています。  

社会動態は、平成 17（ 2005）年に比べると、転入数、転出数ともにゆるやかに減少して

います。転入者が転出者を上回る「社会増」と転出者が転入者を上回る「社会減」を繰り返

しており、平成 30（ 2018）年は転出者が約 100 人多くなっています。  

 

 

 

 

 

※各年、前年 10 月 1 日から 1 年間の人口動態を表す  

出典：各年「滋賀県推計人口年報」  

図 1-5 自然動態（出生数・死亡数）及び社会動態（転入数・転出数）  

(人 ) 

(人 ) 
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（5）地域別人口  

 学区別に人口を見ると、野洲学区が一番人口が多く、約 25％を占めています。その次に、

中主学区、北野学区が多く、約 20％ずつを占めています。一番少ない篠原学区が総人口に

占める割合は約 7％となっています。  

 学区別の年齢 3 階層別人口割合を見ると、野洲学区、北野学区、祇王学区は年少人口比

率が市全体より高く、老年人口比率が市全体より低くなっています。三上学区、篠原学区は

他の学区と比べて、年少人口比率が低く、老年人口比率が高くなっています。  

 また、学区別の人口推移を見ると、北野学区は増加傾向にあり、三上学区、篠原学区、中

主学区は減少傾向にあります。祇王学区は、平成 28 年までは減少傾向でしたが、平成 29

年、 30 年と増加しています。  

 

 

出典：住民基本台帳（平成 30 年 3 月 31 日）  

図 1-6 学区別人口比率  

 

 

出典：住民基本台帳（平成 30 年 3 月 31 日）  

図 1-7 学区別・年齢 3 階層別人口比率  
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出典：住民基本台帳（各年 3 月 31 日）  

図 1-8 学区別人口推移  
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2 土地利用の動向  

（1）地目別土地利用の状況  

 平成 29（ 2017）年時点での野洲市の地目別土地利用の状況は、有租地合計の 6,053ha に

対して、農用地（田＋畑）が 2,458ha と最も多く 40.6％を占め、その内訳は田が 2,212ha

（ 36.5%）、畑が 246ha（ 4.1％）となっています。次いで、宅地が 842ha（ 13.9％）、山林が

809ha（ 13.4％）となっており、その他は 1,791ha（ 29.6％）となっています。  

 平成 20（ 2008）年から平成 29（ 2017）年の 10 年の土地利用の推移を見ると、地目別の土

地利用割合に大きな変化はみられないものの、田・畑・山林の一貫した減少と、宅地の一貫

した増加がみられます。  

 

表 2-1 地目別土地面積の推移（平成 20 年～平成 29 年）  

 

出典：滋賀県統計書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：滋賀県統計書  

図 2-1 地目別土地面積の割合（％）  

 

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年
実数(ha) 2253 2242 2237 2234 2231 2229 2226 2221 2216 2212

増減数(ha) ― ▲ 11 ▲ 5 ▲ 3 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 4
実数(ha) 253 249 248 248 247 246 245 244 246 246

増減数(ha) ― ▲ 4 ▲ 1 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 2 0
実数(ha) 792 806 813 816 821 826 832 835 840 842
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増減数(ha) ― 0 0 0 ▲ 1 0 0 0 0 0
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（2）土地利用に関わる法適用の状況  

 ア  市街化区域及び市街化調整区域  

 野洲市は琵琶湖を除く行政区域の全域が大津湖南都市計画区域に含まれ、都市計画区域

6,056ha のうち 774.8ha（市域の約 12.8％）が市街化区域（すでに市街化を形成している区

域及びおおむね 10 年以内に優先的、計画的に市街化を進めるべき区域）、残りの 5,281ha

（市域の約 87.2％）が市街化調整区域（市街化を抑制する区域）に指定されています。  

 市域に占める市街化区域の割合は、概ね人口増加が続いている大津湖南都市計画区域の

周辺各市と比して、狭小なものであるといえます。このことから、野洲市まちづくりビジョ

ンにおいて、長期的に市街化を検討していく地区を明らかにし、市街化区域拡大に向けた

取り組みを進めています。  

 

表 2-2 大津湖南都市計画区域における区域区分面積  

 

出典：滋賀の都市計画 2017 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：滋賀の都市計画 2017 

図 2-2 大津湖南都市計画区域における区域区分面積割合  
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 イ  用途地域別土地利用状況  

市街地の大枠としての土地利用を定める用途地域別面積をみると、工業地域（ 25.1％）

が最も高く、次いで第二種中高層住居専用地域（ 21.8％）、第一種中高層住居専用地域

（ 12.9％）と続いており、住居系地域が 52.3％、工業系地域が 37.8％、商業系地域が

9.8％となっています。  

 

表 2-3 平成 29（ 2017）年 3 月 31 日現在の野洲市における用途地域  

 
出典：都市計画課提供  

  

用途地域 面積(ha) 比率(%)
11.7 1.5 50 80
38.6 5.0 60 100

第一種中高層住居専用地域 100.0 12.9 60 200
第二種中高層住居専用地域 168.8 21.8 60 200
第一種住居地域 65.5 8.2 60 200
第二種住居地域 17.2 2.2 60 200
準住居地域 5.4 0.7 60 200

57.8 7.5 80 200
1.2 0.2 80 300

商業地域 15.9 2.1 80 400
準工業地域 44.1 5.7 60 200
工業地域 194.1 25.1 60 200
工業専用地域 54.5 7.0 60 200

建蔽／容積率(%)

第一種低層住居専用地域

近隣商業地域
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3 産業の動向  

（1）商業  

 野洲市における商店数は平成 14（ 2002）年、従事者数は平成 16（ 2004）年をピークに、

以降は減少傾向にありましたが、平成 24（ 2012）年以降はやや持ち直しています。年間商

品販売額、商品販売額の総額を従事者数で割って算出した一人当たりの販売額ともに、平

成 24（ 2012）年に大幅な減少があったものの、以降は再び増加しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※飲食店は除く  

出典： H11-19・ 26「商業統計調査」、 H24・ 28「経済センサス -活動調査」  

図 3-1 商店数と従業者数推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１人当たりの販売額＝年間商品販売額÷従業者数  

※飲食店は除く  

出典： H11-19・ 26「商業統計調査」、 H24・ 28「経済センサス -活動調査」  

図 3-2 年間商品販売額と 1 人当たりの販売額推移   
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 産業別商店数比率では、その他の小売業が最も多く、次が飲食料品小売業となっていま

す。従業者数比率では飲食料品小売業が最も多く、次がその他の小売業となっています。各

種商品小売業は商店数比率ではわずか 0.6％ですが、従業者比率では 8.5％を占めています。 

 滋賀県全体との比較では、商店数比率・従業者数比率共に大きく変わる項目はありませ

ん。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：  H28「経済センサス -活動調査」※飲食店は除く  

図 3-3 産業別商店数割合・従業者数割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： H28「経済センサス－活動調査」（注）飲食店は除く  

図 3-4 産業別商店数割合・従業者数割合（県比較）  
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（2）工業  

 工業統計調査から野洲市の工業の状況をみると、製品出荷額、従事者数ともに電子・デバ

イスが占める割合が高くなっています。  

 

 

出典：  H26・ 28「工業統計調査」、 H27「経済センサス -活動調査」  

図 3-5 産業別製造品出荷額等推移  

 

出典： H26・ 28「工業統計調査」、 H27「経済センサス -活動調査」  

図 3-6 産業別製造業従業者数推移  

(億円 ) 
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平成 27（ 2015）年から平成 28（ 2016）年にかけて、出荷額や従業員数に大きな変化は見

られませんが、従業者１人当たりの付加価値額が各業種で増加しています。  

従業員数による事業所の規模で県と比較すると、事業所数の比率では大きな差は見られ

ませんが、従業員数の比率では、100 人以上の事業所での割合が、県全体の 30％に対して、

野洲は 40％と、比率が高くなっています。  

 

※ 1 人あたりの付加価値額＝付加価値額÷従業数。付加価値額の数値は 29 人以下の事業所については粗

付加価値額。  

 出典： H26・ 28「工業統計調査」、 H27「経済センサス -活動調査」  

図 3-7 業種別 1 人当たりの付加価値額推移  

 

 

 

 

出典： H26「経済センサス -活動調査」  

図 3-8 規模別事業所割合・従業員割合（県比較）  
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（3）農業  

 専業兼業別農家戸数の推移をみると、専業農家はやや増加しているものの、第二種兼業

農家は年々減少傾向です。  

種類別経営耕地面積をみると、平成 17（ 2005）年までは田の減少傾向がみられますが、

以降は増加しています。  

 

 

出典：各年「農林業センサス」  

図 3-9 専業兼業別販売農家戸数推移  

 

 

出典：各年「農林業センサス」  

図 3-10 種類別経営耕地面積推移  
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 経営耕地面積規模別では、 0.3ha 未満の農家が平成 17（ 2005）年以降は大きく減少し、

2.0ha 以上の農家の割合が増加していますが、これは測定単位が戸数から経営体へ変わった

ためと推測されます。  

経営耕地総面積に占める畑、樹園地利用の割合を近隣市町と比較すると、樹園地の割合

が他市町、県全域と比較して低くなっています。  

 

 

※単位： S55-H12 までは戸、 H17～は経営体  

 出典：各年「農林業センサス」  

図 3-11 経営耕地面積規模別農家（経営体）割合の推移  

 

出典： 2015 年農林業センサス  

図 3-12 経営耕地総面積に占める畑、樹園地利用の割合  
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（4）観光  

 野洲市を訪れる観光客は、平成 24（ 2012）年に減少したものの、平成 25（ 2013）年には

回復し、以降は 140 万人以上で推移しています。施設別入込客数の上位は、滋賀県希望が

丘文化公園、県立近江富士花緑公園、びわ湖鮎家の郷となっています。  

 

 

出典：各年「滋賀県観光入込客統計調査 」  

図 3-13 観光入込客数の推移  

 

 

出典：各年「滋賀県観光入込客統計調査 」  

図 3-14 主な施設別観光入込客数の推移  
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居住都道府県別宿泊者数では、東京、京都、愛知、大阪、滋賀が上位を占めています。平

成 22（ 2014）年に、愛知県からの来訪者が大幅に減少し、大阪府からの来訪者が大幅に増

加していますが、全体的に減少傾向となっています｡ 

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 3-15 居住都道府県別の延べ宿泊者数（日本人）の構成割合 （ 2018 年）  

 

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 3-16 居住都道府県別の延べ宿泊者数（日本人）の推移   
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 近隣市町と比較すると、宿泊者数は低い水準となっています。  

 

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 3-17 延べ宿泊者数（総数）の推移と比較  
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4 行財政の動向  

（ 1）決算状況  

決算状況をみると、平成 27（ 2015）年度をのぞいては、歳入、歳出ともに 200 億円前後

での財政運営となっています。経常収支比率、実質公債比率、将来負担比率ともに、平成 28

（ 2016）年度から数字の悪化が見られます。  

 

表 4-1 決算収支の状況  

 
出典：財政課提供  

 

（※注 1）財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除し

て得た数値の過去 3 年間の平均値。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいこと

になり、財源に余裕があるといえる。  

 

（※注 2）経常収支比率：地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、

公債費のように毎年度経常的に支出される経費 (経常的経費 )に充当された一般財源の額が、地方税、普

通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源 (経常一般財源 )、減収補てん債特例分及び臨

時財政対策債の合計額に占める割合。この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されて

いるかを見るものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。  

 

（※注 3）実質公債費比率：当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の

標準財政規模を基本とした額（※）に対する比率。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大

きさを 指標化 し、 資金 繰りの 程度を 示す 指標 ともい える 。（ ※標 準財 政規模 から元 利償 還金 等に係 る基

準財政需要額算入額を控除した額。）  

 

（※注 4）将来負担比率：地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公

共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額（※）に対する比率。

地方公共団体の一般会計 等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残

高を指 標化し 、将 来財 政を圧 迫する 可能 性の 度合い を示す 指標 とも いえる 。（※標 準財 政規 模から 元利

償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額。）  

 

  

平成23年度 216億8,183万 210億4,102万 285億4,587万 10億3,962万 0.823 91.1 16.0 76.9

平成24年度 197億431万 192億950万 285億1,084万 9億1,418万 0.805 93.2 14.2 66.5

平成25年度 208億8,276万 204億5,375万 284億4,996万 13億5,777万 0.804 88.3 13.8 54.0

平成26年度 195億7,492万 190億3,370万 276億4,229万 17億874万 0.811 90.6 12.7 51.4

平成27年度 248億369万 242億6,020万 295億8,923万 22億1,766万 0.811 83.8 12.7 53.3

平成28年度 210億1,278万 204億7,804万 291億3,975万 18億8,258万 0.833 95.2 13.6 106.8

平成29年度 207億2,978万 202億9,902万 271億2,458万 21億2,077万 0.830 94.6 12.9 104.1

地方債残高
（円）

財政調整基金
残高（円）

歳入総額
（円）

歳出総額
（円）

財政力指数
(※注1）

(過去３年平均)

経常収支比率
(※注2）

（％）

実質公債費比率
(※注3）

（％）

将来負担比率
(※注4）

（％）
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（ 2）主要財政指標の推移と比較  

 財政力指数は、全国平均よりも高いものの、近隣市よりは低い数値となっています。  

 経常収支比率は平成 27（ 2015）年に大幅な改善が見られたものの、翌年には悪化してお

り、全国平均や近隣市と比較しても、財政構造の硬直化が進んでいるといえます。  

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 4-1 財政力指数の推移と比較  

 

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 4-2 経常収支比率の推移と比較  
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 実質公債費比率は、全国平均よりも高い状態で推移しています。経年変化では改善傾向

にあるものの、平成 27（ 2015）年以降、数値の悪化がみられます。  

 将来負担比率は平成 26（ 2014)年までは全国平均と近い数値でしたが、平成 27（ 2015）年

に悪化し、平成 28（ 2016）年には、 100％を超えています。  

 

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 4-3 実質公債費比率の推移と比較  

 

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 4-4 将来負担比率の推移と比較  
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（ 3）目的別歳出決算額の比較  

 野洲市の平成 28（ 2016）年の目的別歳出決算額の割合は、総務費 11.55％、民生費 34.40％、

衛生費 11.89％、農林水産業費 1.95％、商工費 1.96％、土木費 8.12％、警察消防費 3.20％、

教育費 11.20％、公債費 14.76％、労務費 0.14％、その他が 0.83％となっています。  

全国平均と比較すると、民生費、衛生費、公債費の割合が高く、総務費、農林水産費、商

工費、土木費は割合が低くなっています。  

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」再編加工  

図 4-5 平成 28（ 2016）年目的別歳出決算額の比較（構成比）  
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 また、平成 28（ 2016）年目的別歳出決算額の比較 (人口１人あたり水準 )は全国平均と比較

すると、いずれも全国平均以下であり、農林水産業費、商工費、土木費が特に低い水準にな

っています。また、近隣市町との比較では、農林水産業費、労働費、土木費が低いのに対し、

衛生費、商工費は高い水準にあります。  

 

出典： RESAS「地域経済分析システム」  

図 4-6 平成 28（ 2016）年目的別歳出決算額の比較 (人口１人あたり水準 )  
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5 まちづくりの動向  

 

（ 1）広聴制度の状況  

 広聴制度の受付件数は、年度によって件数に差はありますが、毎年 100 件以上の意見が

寄せられています。メールでの提出が多くなっています。  

 

 

出典：各年「決算実績報告書」  

図 5-1 広聴制度の受付件数の推移  

 

（ 2）市民活動の状況  

 野洲市における市民活動団体数は、平成 22 年以降、減少傾向がみられます。  

 

 

出典：市民サービスセンター提供  

図 5-2 市民活動団体数の推移  
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（3）施設利用の状況  

 市民活動の活動場所である、各体育施設や文化施設等の利用状況については下記の通り

です。各施設とも大きな変化はありません。  

 

 

出典：各年「決算実績報告書」  

図 5-3 主要体育施設の利用者数の推移  

 

 

出典：各年「決算実績報告書」  

図 5-3 主要文化施設の利用者数の推移  
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出典：各年「決算実績報告書」  

図 5-4 コミュニティセンターの利用者数の推移  
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Ⅱ. 都市比較からみた野洲市の特徴 
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1 他都市との比較の考え方  

（1）他都市との比較の考え方  

 今後の方向性を検討していく前提として、効率的な都市経営の展開が必要不可欠となり

ます。このためには、都市としての現在位置や可能性を客観的にとらえることが重要です。  

 他都市との比較にあたっては、市町村の特性を示す要素のうち、最も基礎的な数値であ

る人口および産業構造による分類されたグループの平均値をもとにまとめられた総務省に

よる「財政指数表」を活用し、野洲市の類似団体都市を対象として行います。平成 28 年度

「類似団体別市町村財政指数表」では、野洲市は「都市Ⅰ― 2」のカテゴリーに指定されて

います。このカテゴリーには、 73 団体が該当しています。  

 

（ 2）将来の市政動向をふまえた比較対象の抽出  

 野洲市は、住民基本台帳による総人口が平成 31（ 2019）年 3 月 1 日現在で 51,132 人であ

るものの、平成 52（ 2030）年の推計値が 47,916 人であることから、比較対象とする都市は、

「都市Ⅰ -2」のカテゴリーに指定された都市のなかで、国勢調査における人口総数が人口

47,000 人以上 53,000 人未満の以下の都市を比較対象とします。  

 

表 6-1 「都市Ⅰ -2」の概要および比較対象都市  

人口規模  産業構造  

50,000 人未満  第二次産業＊第 3 次産業の比率  90％以上＋第 3 次産業の比率  65％未満  

人口総数（ 47,000 人以上 53,000 人未満）  

つくばみらい市・富岡市・氷見市・砺波市・富士吉田市・岩倉市・赤穂市・小野市・武雄市  

 

 なお、都市間比較にあたってこれ以降に使用する統計データは、総務省「統計で見る市区

町村のすがた 2018」を用いています。  
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2 都市機能水準（基礎データ・経済・産業）  

（1）基礎データからみた野洲市の特性  

 野洲市の世帯あたりの平均世帯人員は 2.75 人であり、滋賀県平均の 2.63 人よりもやや

多くなっています。市民一人あたりの決算規模は 49.72 万円と類似団体の中では武雄市に

次ぐ高さであり、積極財政となっています。また、市民 1 人あたりの地方税額は類似団体

のなかで最も高い 18.76 万円となっており、県内他市町と比べても高い水準となっていま

す。  

 

表 6-2 基礎データにおける「都市Ⅰ -2」都市との比較  

 

 

表 6-3 基礎データにおける県内市町との比較  

 

 

都道府県名 市名 人口総数
人口集中

地区人口
世帯数

1世帯

あたり

世帯人員

歳入

決算総額

(市町村財政)

地方税

(市町村財政)

市民1人

あたり

決算規模

市民1人

あたり

地方税額

(人) (人) (世帯) （人／世帯） (百万円) (百万円) （万円） （万円）

2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015

茨城県 つくばみらい市 49,136 9,303 18,137 2.71 20,671 7,525 42.07 15.31

群馬県 富岡市　　　　 49,746 10,636 18,255 2.73 23,540 6,621 47.32 13.31

富山県 氷見市　　　　 47,992 10,561 16,096 2.98 22,897 5,380 47.71 11.21

富山県 砺波市　　　　 49,000 - 16,220 3.02 23,116 6,797 47.18 13.87

山梨県 富士吉田市　　 49,003 25,026 18,091 2.71 21,629 6,361 44.14 12.98

愛知県 岩倉市　　　　 47,562 41,483 20,390 2.33 15,879 6,473 33.39 13.61

滋賀県 野洲市　　　　 49,889 23,365 18,143 2.75 24,804 9,358 49.72 18.76

兵庫県 赤穂市　　　　 48,567 30,912 18,729 2.59 23,581 8,397 48.55 17.29

兵庫県 小野市　　　　 48,580 15,874 16,860 2.88 19,183 6,879 39.49 14.16

佐賀県 武雄市　　　　 49,062 6,127 16,932 2.90 26,431 5,349 53.87 10.90

単位

年

都道府県名 市名 人口総数
人口集中

地区人口
世帯数

1世帯

あたり

世帯人員

歳入

決算総額

(市町村財政)

地方税

(市町村財政)

市民1人

あたり

決算規模

市民1人

あたり

地方税額

(人) (人) (世帯) （人／世帯） (百万円) (百万円) （万円） （万円）

2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015

県全域　　　　 1,412,916 701,946 537,550 2.63 577,832 214,366 40.90 15.17

大津市　　　　 340,973 268,627 136,153 2.50 117,206 49,685 34.37 14.57

彦根市　　　　 113,679 64,905 45,546 2.50 42,779 17,266 37.63 15.19

長浜市　　　　 118,193 33,258 41,788 2.83 55,733 16,804 47.15 14.22

近江八幡市　　 81,312 29,639 29,784 2.73 39,036 10,988 48.01 13.51

草津市　　　　 137,247 103,264 60,224 2.28 47,792 22,100 34.82 16.10

守山市　　　　 79,859 55,052 29,052 2.75 28,534 12,447 35.73 15.59

栗東市　　　　 66,749 44,491 24,592 2.71 23,587 12,407 35.34 18.59

甲賀市　　　　 90,901 17,775 32,366 2.81 38,118 13,382 41.93 14.72

野洲市　　　　 49,889 23,365 18,143 2.75 24,804 9,358 49.72 18.76

湖南市　　　　 54,289 27,967 21,286 2.55 20,911 8,361 38.52 15.40

高島市　　　　 50,025 - 18,149 2.76 29,016 5,701 58.00 11.40

東近江市　　　 114,180 33,603 40,691 2.81 51,489 16,868 45.09 14.77

米原市　　　　 38,719 - 13,236 2.93 20,677 6,190 53.40 15.99

日野町　　　　 21,873 - 7,728 2.83 8,649 3,318 39.54 15.17

竜王町　　　　 12,434 - 4,266 2.91 6,541 2,888 52.61 23.23

愛荘町　　　　 20,778 - 7,209 2.88 10,360 2,957 49.86 14.23

豊郷町　　　　 7,422 - 2,606 2.85 3,989 949 53.75 12.79

甲良町　　　　 7,039 - 2,310 3.05 3,887 822 55.22 11.68

多賀町　　　　 7,355 - 2,421 3.04 4,727 1,877 64.27 25.52

単位

年

滋賀県
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（ 2）経済・産業関連データからみた野洲市の特性  

 野洲市の市民 1 人あたりの耕地面積は滋賀県全域とほぼ同じとなっています。製造品出

荷額等については、2,945 億円と類似団体の中で最も高く、市民 1 人あたりの出荷額等も高

い水準にあります。しかし市民 1 人あたり販売額は、1.52 であり、滋賀県全域の 1.65 を下

回っています。  

 

表 6-4 経済・産業分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 1）  

 

 

表 6-5 経済・産業分野における県内市町との比較（その 1）  

 

 

 

  

都道府県名 市名 総面積 可住地面積 耕地面積

市民1人

あたり

耕地面積

製造品

出荷額等

市民1人

あたり

出荷額等

商業年間

商品販売額

市民1人

あたり

販売額

(k㎡) (k㎡) (k㎡) (ha) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

2016 2016 2016 2016 2015 2015 2013 2013

茨城県 つくばみらい市 79 73 36 0.07 293,654 5.98 68,264 1.39

群馬県 富岡市　　　　 123 76 21 0.04 283,668 5.70 63,063 1.27

富山県 氷見市　　　　 231 96 32 0.07 81,193 1.69 38,676 0.81

富山県 砺波市　　　　 127 92 48 0.10 201,970 4.12 100,001 2.04

山梨県 富士吉田市　　 122 18 2 0.00 129,562 2.64 85,783 1.75

愛知県 岩倉市　　　　 10 10 3 0.01 74,286 1.56 72,460 1.52

滋賀県 野洲市　　　　 80 48 24 0.05 294,512 5.90 75,774 1.52

兵庫県 赤穂市　　　　 127 46 9 0.02 270,517 5.57 58,785 1.21

兵庫県 小野市　　　　 93 58 23 0.05 269,102 5.54 71,891 1.48

佐賀県 武雄市　　　　 195 91 30 0.06 72,280 1.47 76,866 1.57

単位

年

都道府県名 市名 総面積 可住地面積 耕地面積

市民1人

あたり

耕地面積

製造品

出荷額等

市民1人

あたり

出荷額等

商業年間

商品販売額

市民1人

あたり

販売額

(k㎡) (k㎡) (k㎡) (ha) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

2016 2016 2016 2016 2015 2015 2013 2013

県全域　　　　 4,017.38 1,307.22 524 0.04 7,371,769 5.22 2,333,860 1.65

大津市　　　　 464.51 124.51 23 0.01 359,487 1.05 518,943 1.52

彦根市　　　　 196.87 72.93 29 0.03 714,237 6.28 221,416 1.95

長浜市　　　　 681.02 165.76 81 0.07 545,741 4.62 180,998 1.53

近江八幡市　　 177.45 80.05 44 0.05 217,590 2.68 146,272 1.80

草津市　　　　 67.82 46.49 13 0.01 643,948 4.69 310,547 2.26

守山市　　　　 55.74 45.36 20 0.03 293,798 3.68 121,444 1.52

栗東市　　　　 52.69 29.94 7 0.01 362,919 5.44 234,009 3.51

甲賀市　　　　 481.62 157.91 53 0.06 974,214 10.72 132,491 1.46

野洲市　　　　 80.14 48.10 24 0.05 294,512 5.90 75,774 1.52

湖南市　　　　 70.40 33.81 7 0.01 510,581 9.40 57,359 1.06

高島市　　　　 693.05 118.09 51 0.10 99,686 1.99 51,088 1.02

東近江市　　　 388.37 164.89 85 0.07 569,700 4.99 136,242 1.19

米原市　　　　 250.39 65.47 26 0.07 415,343 10.73 40,419 1.04

日野町　　　　 117.60 56.36 20 0.09 268,092 12.26 15,375 0.70

竜王町　　　　 44.55 29.53 13 0.10 613,899 49.37 36,328 2.92

愛荘町　　　　 37.97 28.59 15 0.07 150,493 7.24 29,580 1.42

豊郷町　　　　 7.80 7.80 4 0.05 20,002 2.69 16,780 2.26

甲良町　　　　 13.63 11.88 6 0.09 26,368 3.75 3,855 0.55

多賀町　　　　 135.77 19.76 5 0.07 291,160 39.59 4,938 0.67

年

滋賀県

単位
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 1 人あたりの小売店数および飲食店数ともに、類似団体と比較すると低い数値となってい

ます。県内市町をみると、県全域がそれぞれ 76.39、34.38 であり、野洲市は若干下回るも

のの、滋賀県内においては平均的な数値となっています。  

 

表 6-6 経済・産業分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 2）  

 

 

表 6-7 経済・産業分野における県内市町との比較（その 2）  

 

 

  

都道府県名 市名 小売店数

市民1万人

あたり

小売店数

飲食店数

市民1万人

あたり

飲食店数

(事業所) (事業所) (事業所) (事業所)

2014 2014 2014 2014

茨城県 つくばみらい市 246 50.07 107 21.78

群馬県 富岡市　　　　 479 96.29 246 49.45

富山県 氷見市　　　　 538 112.10 201 41.88

富山県 砺波市　　　　 475 96.94 210 42.86

山梨県 富士吉田市　　 561 114.48 473 96.52

愛知県 岩倉市　　　　 272 57.19 211 44.36

滋賀県 野洲市　　　　 335 67.15 147 29.47

兵庫県 赤穂市　　　　 432 88.95 217 44.68

兵庫県 小野市　　　　 350 72.05 165 33.96

佐賀県 武雄市　　　　 535 109.05 261 53.20

単位

年

都道府県名 市名 小売店数

市民1万人

あたり

小売店数

飲食店数

市民1万人

あたり

飲食店数

(事業所) (事業所) (事業所) (事業所)

2014 2014 2014 2014

県全域　　　　 10,793 76.39 4,858 34.38

大津市　　　　 2,051 60.15 1,218 35.72

彦根市　　　　 1,010 88.85 533 46.89

長浜市　　　　 1,167 98.74 435 36.80

近江八幡市　　 741 91.13 298 36.65

草津市　　　　 974 70.97 557 40.58

守山市　　　　 517 64.74 243 30.43

栗東市　　　　 397 59.48 204 30.56

甲賀市　　　　 849 93.40 266 29.26

野洲市　　　　 335 67.15 147 29.47

湖南市　　　　 325 59.86 150 27.63

高島市　　　　 534 106.75 209 41.78

東近江市　　　 882 77.25 365 31.97

米原市　　　　 256 66.12 68 17.56

日野町　　　　 168 76.81 38 17.37

竜王町　　　　 251 201.87 43 34.58

愛荘町　　　　 150 72.19 44 21.18

豊郷町　　　　 67 90.27 14 18.86

甲良町　　　　 50 71.03 5 7.10

多賀町　　　　 69 93.81 21 28.55

単位

年

滋賀県
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3 住民生活分野（教育・生活環境・社会福祉）  

（ 1）教育関連データからみた野洲市の特性  

 野洲市の幼稚園および幼稚園在籍者数は、類似団体と比較するといずれの数も多くなっ

ています。小学校の教員 1 人あたりの児童数は、類似団体のなかでは高い水準となってお

り、滋賀県内の市町と比較しても、県全域の 15.30 を上回っています。  

 

表 6-8 教育分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 1）  

 

 

表 6-9 教育分野における県内市町との比較（その 1）  

 

  

都道府県名 市名 幼稚園数
幼稚園

在園者数
小学校数

小学校

教員数

小学校

児童数

教員1人

あたり

児童数

(園) (人) (校) (人) (人) （人）

2016 2016 2016 2016 2016 2016

茨城県 つくばみらい市 4 802 12 204 2,895 14.19

群馬県 富岡市　　　　 3 99 11 196 2,507 12.79

富山県 氷見市　　　　 1 190 12 172 2,035 11.83

富山県 砺波市　　　　 10 447 8 178 2,748 15.44

山梨県 富士吉田市　　 5 443 8 172 2,522 14.66

愛知県 岩倉市　　　　 2 421 5 143 2,384 16.67

滋賀県 野洲市　　　　 8 895 6 189 3,065 16.22

兵庫県 赤穂市　　　　 11 741 10 192 2,449 12.76

兵庫県 小野市　　　　 2 146 8 187 2,913 15.58

佐賀県 武雄市　　　　 6 234 14 212 2,824 13.32

単位

年

都道府県名 市名 幼稚園数
幼稚園

在園者数
小学校数

小学校

教員数

小学校

児童数

教員1人

あたり

児童数

(園) (人) (校) (人) (人) （人）

2016 2016 2016 2016 2016 2016

県全域　　　　 156 15,125 227 5,388 82,412 15.30

大津市　　　　 42 3,191 38 1,090 19,349 17.75

彦根市　　　　 12 1,352 17 436 6,347 14.56

長浜市　　　　 9 738 27 506 6,755 13.35

近江八幡市　　 9 1,195 13 314 4,853 15.46

草津市　　　　 14 1,559 14 447 7,818 17.49

守山市　　　　 6 1,052 9 313 5,785 18.48

栗東市　　　　 9 1,347 9 280 4,785 17.09

甲賀市　　　　 7 588 23 417 5,061 12.14

野洲市　　　　 8 895 6 189 3,065 16.22

湖南市　　　　 5 645 9 212 2,954 13.93

高島市　　　　 4 119 13 207 2,395 11.57

東近江市　　　 15 1,153 22 475 6,640 13.98

米原市　　　　 2 163 10 153 2,074 13.56

日野町　　　　 5 282 5 93 1,134 12.19

竜王町　　　　 2 197 2 47 699 14.87

愛荘町　　　　 2 430 4 95 1,433 15.08

豊郷町　　　　 1 121 2 41 476 11.61

甲良町　　　　 2 54 2 39 391 10.03

多賀町　　　　 2 44 2 34 398 11.71

単位

年

滋賀県
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 野洲市の中学校教員 1 人あたりの生徒数も小学校と同様、類似団体と比較すると高い水

準となっています。滋賀県全域の平均は 13.73 であり、県内では平均的な数値となってい

ます。  

 

表 6-10 教育分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 2）  

 

 

表 6-11 教育分野における県内市町との比較（その 2）  

 

 

  

都道府県名 市名 中学校数
中学校

教員数

中学校

生徒数

教員1人

あたり

生徒数

高等

学校数

高等学校

生徒数

(校) (人) (人) （人） (校) (人)

2016 2016 2016 2016 2016 2016

茨城県 つくばみらい市 4 92 1,092 11.87 1 710

群馬県 富岡市　　　　 6 112 1,373 12.26 3 1,219

富山県 氷見市　　　　 6 106 1,232 11.62 1 838

富山県 砺波市　　　　 4 107 1,471 13.75 2 1,060

山梨県 富士吉田市　　 5 108 1,449 13.42 4 2,083

愛知県 岩倉市　　　　 2 77 1,163 15.10 1 713

滋賀県 野洲市　　　　 3 100 1,379 13.79 1 473

兵庫県 赤穂市　　　　 5 113 1,344 11.89 1 893

兵庫県 小野市　　　　 4 107 1,466 13.70 2 1,626

佐賀県 武雄市　　　　 6 144 1,662 11.54 1 788

単位

年

都道府県名 市名 中学校数
中学校

教員数

中学校

生徒数

教員1人

あたり

生徒数

高等

学校数

高等学校

生徒数

(校) (人) (人) （人） (校) (人)

2016 2016 2016 2016 2016 2016

県全域　　　　 107 3,117 42,793 13.73 61 39,718

大津市　　　　 21 692 10,064 14.54 14 10,211

彦根市　　　　 8 249 3,481 13.98 8 4,851

長浜市　　　　 13 297 3,664 12.34 7 3,245

近江八幡市　　 5 174 2,563 14.73 4 3,294

草津市　　　　 7 258 3,633 14.08 6 5,070

守山市　　　　 6 217 3,386 15.60 3 2,240

栗東市　　　　 3 139 2,151 15.47 2 1,395

甲賀市　　　　 7 211 2,899 13.74 4 2,053

野洲市　　　　 3 100 1,379 13.79 1 473

湖南市　　　　 4 112 1,496 13.36 2 1,151

高島市　　　　 6 118 1,279 10.84 2 1,328

東近江市　　　 10 254 3,430 13.50 4 2,404

米原市　　　　 7 116 1,179 10.16 2 1,193

日野町　　　　 1 37 563 15.22 1 473

竜王町　　　　 1 24 331 13.79 0 0

愛荘町　　　　 2 51 643 12.61 1 337

豊郷町　　　　 1 24 217 9.04 0 0

甲良町　　　　 1 25 208 8.32 0 0

多賀町　　　　 1 19 227 11.95 0 0

単位

年

滋賀県



35 

 

（2）生活環境関連データからみた野洲市の特性  

 野洲市の持ち家比率は 74.5％であり、滋賀県全域の 72.6％よりもわずかに上回っていま

す。一方で、借家比率は 24.4％と滋賀県全域の 25.2％をやや下回っています。非水洗化人

口率は 1.7％で、類似団体及び滋賀県内の市町と比較しても低くなっており、基盤整備は進

んでいるといえます。  

 

表 6-12 生活環境分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 1）  

 

 

表 6-13 生活環境分野における県内市町との比較（その 1）  

 

 

  

都道府県名 市名

居住世帯

あり

住宅数

持ち家数
持ち家

比率
借家数

借家

比率

１住宅

当たり

延べ面積

非水洗化

人口

非水洗化

人口率

(住宅) (住宅) （％） (住宅) （％） (㎡) (人) （％）

2013 2013 2013 2013 2013 2013 2015 2015

茨城県 つくばみらい市 16,810 13,370 79.5 3,120 18.6 118 5,728 11.7

群馬県 富岡市　　　　 16,570 13,180 79.5 3,380 20.4 118 3,241 6.5

富山県 氷見市　　　　 15,770 14,900 94.5 790 5.0 197 4,606 9.6

富山県 砺波市　　　　 15,160 12,500 82.5 2,660 17.5 181 2,778 5.7

山梨県 富士吉田市　　 17,560 13,130 74.8 4,410 25.1 120 8,498 17.3

愛知県 岩倉市　　　　 18,940 9,490 50.1 9,110 48.1 87 1,372 2.9

滋賀県 野洲市　　　　 17,390 12,960 74.5 4,240 24.4 122 855 1.7

兵庫県 赤穂市　　　　 18,150 14,220 78.3 3,460 19.1 123 536 1.1

兵庫県 小野市　　　　 17,080 13,200 77.3 3,400 19.9 137 2,450 5.0

佐賀県 武雄市　　　　 16,710 12,620 75.5 3,760 22.5 132 20,771 42.3

単位

年

都道府県名 市名

居住世帯

あり

住宅数

持ち家数
持ち家

比率
借家数

借家

比率

１住宅

当たり

延べ面積

非水洗化

人口

非水洗化

人口率

(住宅) (住宅) （％） (住宅) （％） (㎡) (人) （％）

2013 2013 2013 2013 2013 2013 2015 2015

県全域　　　　 521,500 378,400 72.6 131,200 25.2 122.05 53,370 3.8

大津市　　　　 132,800 94,920 71.5 33,170 25.0 107.99 6,014 1.8

彦根市　　　　 45,040 30,020 66.7 13,310 29.6 117.60 5,973 5.3

長浜市　　　　 41,830 32,310 77.2 8,600 20.6 150.56 3,956 3.3

近江八幡市　　 28,980 22,370 77.2 6,200 21.4 126.55 4,033 5.0

草津市　　　　 59,860 34,340 57.4 24,690 41.2 90.81 2,460 1.8

守山市　　　　 27,450 20,790 75.7 6,150 22.4 122.12 1,553 1.9

栗東市　　　　 22,900 15,140 66.1 7,480 32.7 109.18 1,080 1.6

甲賀市　　　　 30,710 24,670 80.3 5,960 19.4 135.11 8,475 9.3

野洲市　　　　 17,390 12,960 74.5 4,240 24.4 121.60 855 1.7

湖南市　　　　 20,250 13,210 65.2 6,790 33.5 107.09 1,783 3.3

高島市　　　　 18,300 14,930 81.6 3,050 16.7 139.15 4,474 8.9

東近江市　　　 37,920 30,130 79.5 6,840 18.0 146.07 5,480 4.8

米原市　　　　 12,650 10,960 86.6 1,610 12.7 150.77 490 1.3

日野町　　　　 7,830 6,370 81.4 1,430 18.3 153.67 3,000 13.7

竜王町　　　　 - - - - - - 1,102 8.9

愛荘町　　　　 6,780 5,570 82.2 980 14.5 167.38 582 2.8

豊郷町　　　　 - - - - - - 456 6.1

甲良町　　　　 - - - - - - 747 10.6

多賀町　　　　 - - - - - - 857 11.7

単位

年

滋賀県
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 市民 1 人あたりのごみ総排出量は、303.0kg と類似団体、滋賀県内の市町と比較しても低

い水準にあるといえます。ごみのリサイクル率は 20.2％であり、滋賀県全域の 20.8％をや

や下回っています。  

 

表 6-14 生活環境分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 2）  

 

 

表 6-15 生活環境分野における県内市町との比較（その 2）  

 

 

 

 

  

都道府県名 市名
ごみ計画

収集人口

ごみ

総排出量

市民1人

あたりごみ

総排出量

ごみの

リサイクル

率

(人) (ｔ) （kg） (％)

2015 2015 2015 2015

茨城県 つくばみらい市 50,091 13,101 266.6 16.9

群馬県 富岡市　　　　 50,480 19,666 395.3 16.1

富山県 氷見市　　　　 49,986 18,220 379.6 22.6

富山県 砺波市　　　　 48,851 16,720 341.2 17.2

山梨県 富士吉田市　　 50,479 18,123 369.8 13.2

愛知県 岩倉市　　　　 47,673 12,315 258.9 29.5

滋賀県 野洲市　　　　 50,789 15,114 303.0 20.2

兵庫県 赤穂市　　　　 49,699 19,441 400.3 17.4

兵庫県 小野市　　　　 49,329 16,275 335.0 11.1

佐賀県 武雄市　　　　 49,960 14,631 298.2 21.6

単位

年

都道府県名 市名
ごみ計画

収集人口

ごみ

総排出量

市民1人

あたりごみ

総排出量

ごみの

リサイクル

率

(人) (ｔ) （kg） (％)

2015 2015 2015 2015

県全域　　　　 1,419,756 438,059 310.0 20.8

大津市　　　　 342,369 105,729 310.1 17.2

彦根市　　　　 112,660 39,892 350.9 15.0

長浜市　　　　 121,283 35,630 301.5 15.8

近江八幡市　　 82,222 27,663 340.2 32.2

草津市　　　　 130,048 42,042 306.3 19.1

守山市　　　　 80,935 24,573 307.7 26.5

栗東市　　　　 67,535 19,239 288.2 21.8

甲賀市　　　　 92,410 30,255 332.8 16.3

野洲市　　　　 50,789 15,114 303.0 20.2

湖南市　　　　 54,872 16,127 297.1 13.8

高島市　　　　 51,217 16,842 336.7 13.7

東近江市　　　 115,379 32,635 285.8 20.7

米原市　　　　 39,893 10,278 265.5 20.9

日野町　　　　 22,156 6,815 311.6 22.9

竜王町　　　　 12,443 4,065 326.9 12.4

愛荘町　　　　 21,189 4,733 227.8 93.1

豊郷町　　　　 7,386 2,327 313.5 89.4

甲良町　　　　 7,301 1,821 258.7 90.3

多賀町　　　　 7,669 2,279 309.9 92.1

単位

年

滋賀県
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（ 3）社会福祉関連データからみた野洲市の特性  

 野洲市は市民 1 万人あたりの病院数が 0.4 であり、類似団体のなかでは下位に位置する

数値ではあるものの、診療所の数は 8.2 と高い数値にあります。滋賀県全域と比較すると、

市民 1 万人あたり診療所数は高い数値ですが、病院数や歯科診療所数は同じ値となってい

ます。  

 

表 6-17 社会福祉分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 1）  

 

 

表 6-18 社会福祉分野における県内市町との比較（その 1）  

 

 

  

都道府県名 市名
一般病院

数

一般

診療所数

歯科

診療所数

市民1万人

あたり

病院数

市民1万人

あたり

診療所数

市民1万人

あたり歯科

診療所数

(施設) (施設) (施設) (施設) (施設) (施設)

2015 2015 2015 2015 2015 2015

茨城県 つくばみらい市 0 22 21 0.0 4.5 4.3

群馬県 富岡市　　　　 3 43 19 0.6 8.6 3.8

富山県 氷見市　　　　 3 31 15 0.6 6.5 3.1

富山県 砺波市　　　　 5 39 16 1.0 8.0 3.3

山梨県 富士吉田市　　 1 48 33 0.2 9.8 6.7

愛知県 岩倉市　　　　 1 28 26 0.2 5.9 5.5

滋賀県 野洲市　　　　 2 41 20 0.4 8.2 4.0

兵庫県 赤穂市　　　　 4 40 19 0.8 8.2 3.9

兵庫県 小野市　　　　 5 38 21 1.0 7.8 4.3

佐賀県 武雄市　　　　 4 46 24 0.8 9.4 4.9

単位

年

都道府県名 市名
一般病院

数

一般

診療所数

歯科

診療所数

市民1万人

あたり

病院数

市民1万人

あたり

診療所数

市民1万人

あたり歯科

診療所数

(施設) (施設) (施設) (施設) (施設) (施設)

2015 2015 2015 2015 2015 2015

県全域　　　　 50 1,046 559 0.4 7.4 4.0

大津市　　　　 13 278 140 0.4 8.2 4.1

彦根市　　　　 3 93 54 0.3 8.2 4.8

長浜市　　　　 3 92 52 0.3 7.8 4.4

近江八幡市　　 2 51 31 0.2 6.3 3.8

草津市　　　　 5 117 60 0.4 8.5 4.4

守山市　　　　 3 62 31 0.4 7.8 3.9

栗東市　　　　 1 48 23 0.1 7.2 3.4

甲賀市　　　　 4 54 32 0.4 5.9 3.5

野洲市　　　　 2 41 20 0.4 8.2 4.0

湖南市　　　　 2 34 19 0.4 6.3 3.5

高島市　　　　 3 38 19 0.6 7.6 3.8

東近江市　　　 7 71 40 0.6 6.2 3.5

米原市　　　　 0 24 14 0.0 6.2 3.6

日野町　　　　 1 13 8 0.5 5.9 3.7

竜王町　　　　 0 8 5 0.0 6.4 4.0

愛荘町　　　　 0 10 8 0.0 4.8 3.9

豊郷町　　　　 1 4 1 1.3 5.4 1.3

甲良町　　　　 0 2 1 0.0 2.8 1.4

多賀町　　　　 0 6 1 0.0 8.2 1.4

単位

年

滋賀県
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 野洲市の市民 1 万人あたりの医師数、歯科医師数、薬剤師数ともに、県全域をやや下回

る数値であるのに対して、類似団体では下位に位置する数値となっています。  

 

表 6-19 社会福祉分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 2）  

 

 

表 6-20 社会福祉分野における県内市町との比較（その 2）  

 

 

 

  

都道府県名 市名 医師数
歯科医師

数
薬剤師数

市民1万人

あたり

医師数

市民1万人

あたり

歯科医師数

市民1万人

あたり

薬剤師数

(人) (人) (人) (人) (人) (人)

2014 2014 2014 2014 2014 2014

茨城県 つくばみらい市 19 28 62 3.9 5.7 12.6

群馬県 富岡市　　　　 137 30 93 27.5 6.0 18.7

富山県 氷見市　　　　 83 20 65 17.3 4.2 13.5

富山県 砺波市　　　　 138 28 81 28.2 5.7 16.5

山梨県 富士吉田市　　 92 39 93 18.8 8.0 19.0

愛知県 岩倉市　　　　 43 33 47 9.0 6.9 9.9

滋賀県 野洲市　　　　 85 21 80 17.0 4.2 16.0

兵庫県 赤穂市　　　　 138 25 130 28.4 5.1 26.8

兵庫県 小野市　　　　 175 27 114 36.0 5.6 23.5

佐賀県 武雄市　　　　 97 38 100 19.8 7.7 20.4

単位

年

都道府県名 市名 医師数
歯科医師

数
薬剤師数

市民1万人

あたり

医師数

市民1万人

あたり

歯科医師数

市民1万人

あたり

薬剤師数

(人) (人) (人) (人) (人) (人)

2014 2014 2014 2014 2014 2014

県全域　　　　 3,149 801 2,936 22.3 5.7 20.8

大津市　　　　 1,246 212 789 36.5 6.2 23.1

彦根市　　　　 198 79 227 17.4 6.9 20.0

長浜市　　　　 262 65 218 22.2 5.5 18.4

近江八幡市　　 184 42 167 22.6 5.2 20.5

草津市　　　　 251 87 403 18.3 6.3 29.4

守山市　　　　 217 46 176 27.2 5.8 22.0

栗東市　　　　 149 35 156 22.3 5.2 23.4

甲賀市　　　　 153 51 262 16.8 5.6 28.8

野洲市　　　　 85 21 80 17.0 4.2 16.0

湖南市　　　　 40 22 62 7.4 4.1 11.4

高島市　　　　 78 26 79 15.6 5.2 15.8

東近江市　　　 175 57 156 15.3 5.0 13.7

米原市　　　　 22 25 34 5.7 6.5 8.8

日野町　　　　 35 12 39 16.0 5.5 17.8

竜王町　　　　 10 5 13 8.0 4.0 10.5

愛荘町　　　　 9 12 26 4.3 5.8 12.5

豊郷町　　　　 28 2 26 37.7 2.7 35.0

甲良町　　　　 3 1 0 4.3 1.4 0.0

多賀町　　　　 4 1 23 5.4 1.4 31.3

単位

年

滋賀県
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 野洲市の市民 1 万人あたりの介護老人福祉施設数、児童福祉施設数、保育所数のいずれ

も類似団体のなかでは低い値ですが、滋賀県全域と比較すると、介護老人福祉施設数がや

や下回る以外は高い数値となっています。  

 

表 6-21 社会福祉分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較（その 3）  

 

 

表 6-22 社会福祉分野における県内市町との比較（その 3）  

 

  

都道府県名 市名
介護老人

福祉施設数

児童福祉

施設等数
（助産施設・児童遊園

を除く）

市民1万人

あたり介護

老人施設数

市民1万人

あたり児童

福祉施設数

保育所等

数

保育所等

在所児数

市民1万人

あたり

保育所数

(所) (所) (所) (所) (所) (人) (所)

2016 2015 2016 2015 2015 2015 2015

茨城県 つくばみらい市 5 18 1.0 3.7 14 951 2.8

群馬県 富岡市　　　　 4 17 0.8 3.4 14 1,227 2.8

富山県 氷見市　　　　 6 17 1.3 3.5 15 1,124 3.1

富山県 砺波市　　　　 2 18 0.4 3.7 13 1,230 2.7

山梨県 富士吉田市　　 3 8 0.6 1.6 7 919 1.4

愛知県 岩倉市　　　　 2 18 0.4 3.8 11 607 2.3

滋賀県 野洲市　　　　 2 13 0.4 2.6 10 945 2.0

兵庫県 赤穂市　　　　 6 12 1.2 2.5 6 296 1.2

兵庫県 小野市　　　　 4 14 0.8 2.9 13 1,517 2.7

佐賀県 武雄市　　　　 4 14 0.8 2.9 12 1,388 2.4

単位

年

都道府県名 市名
介護老人

福祉施設数

児童福祉

施設等数
（助産施設・児童遊園

を除く）

市民1万人

あたり介護

老人施設数

市民1万人

あたり児童

福祉施設数

保育所等

数

保育所等

在所児数

市民1万人

あたり

保育所数

(所) (所) (所) (所) (所) (人) (所)

2016 2015 2016 2015 2015 2015 2015

県全域　　　　 76 342 0.5 2.4 272 29,020 1.9

大津市　　　　 12 82 0.4 2.4 65 6,780 1.9

彦根市　　　　 6 30 0.5 2.6 25 2,499 2.2

長浜市　　　　 9 23 0.8 1.9 20 2,393 1.7

近江八幡市　　 5 18 0.6 2.2 14 1,603 1.7

草津市　　　　 6 26 0.4 1.9 18 2,716 1.3

守山市　　　　 3 19 0.4 2.4 13 1,924 1.6

栗東市　　　　 2 23 0.3 3.4 14 1,395 2.1

甲賀市　　　　 8 29 0.9 3.2 24 2,169 2.6

野洲市　　　　 2 13 0.4 2.6 10 945 2.0

湖南市　　　　 3 14 0.6 2.6 12 1,158 2.2

高島市　　　　 5 15 1.0 3.0 13 1,000 2.6

東近江市　　　 6 22 0.5 1.9 18 2,055 1.6

米原市　　　　 2 10 0.5 2.6 9 913 2.3

日野町　　　　 1 5 0.5 2.3 5 417 2.3

竜王町　　　　 1 2 0.8 1.6 2 201 1.6

愛荘町　　　　 2 6 1.0 2.9 6 504 2.9

豊郷町　　　　 1 2 1.3 2.7 2 167 2.7

甲良町　　　　 0 2 0.0 2.8 2 181 2.8

多賀町　　　　 2 1 2.7 1.4 0 0 0.0

単位

年

滋賀県
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4 まちづくり分野（文化施設）  

 図書館については、類似団体および滋賀県全域よりやや高い数値になっています。公民

館は 0 となっていますが、市民活動等の活動場所として、市内に 7 箇所のコミュニティセ

ンターが整備されています。  

 

表 6-23 まちづくり分野における「都市Ⅰ -2」都市との比較  

 

 

表 6-24 まちづくり分野における県内市町との比較  

 

 

 

 

都道府県名 市名 公民館数

市民1万人

あたり

公民館数

図書館数

市民1万人

あたり

図書館数

(館) (事業所) (館) (事業所)

2015 2014 2015 2014

茨城県 つくばみらい市 5 1.02 3 0.61

群馬県 富岡市　　　　 12 2.41 1 0.20

富山県 氷見市　　　　 23 4.79 1 0.21

富山県 砺波市　　　　 22 4.49 2 0.41

山梨県 富士吉田市　　 1 0.20 1 0.20

愛知県 岩倉市　　　　 0 0.00 1 0.21

滋賀県 野洲市　　　　 0 0.00 2 0.40

兵庫県 赤穂市　　　　 9 1.85 1 0.21

兵庫県 小野市　　　　 0 0.00 1 0.21

佐賀県 武雄市　　　　 8 1.63 1 0.20

単位

年

都道府県名 市名

公民館数 市民1万人

あたり

公民館数

図書館数 市民1万人

あたり

図書館数

(館) (事業所) (館) (事業所)

2015 2014 2015 2014

県全域　　　　 134 0.95 50 0.35

大津市　　　　 37 1.09 4 0.12

彦根市　　　　 8 0.70 1 0.09

長浜市　　　　 18 1.52 7 0.59

近江八幡市　　 1 0.12 2 0.25

草津市　　　　 13 0.95 2 0.15

守山市　　　　 8 1.00 1 0.13

栗東市　　　　 0 0.00 2 0.30

甲賀市　　　　 13 1.43 5 0.55

野洲市　　　　 0 0.00 2 0.40

湖南市　　　　 0 0.00 2 0.37

高島市　　　　 5 1.00 6 1.20

東近江市　　　 13 1.14 7 0.61

米原市　　　　 4 1.03 2 0.52

日野町　　　　 8 3.66 1 0.46

竜王町　　　　 1 0.80 1 0.80

愛荘町　　　　 1 0.48 2 0.96

豊郷町　　　　 1 1.35 1 1.35

甲良町　　　　 2 2.84 1 1.42

多賀町　　　　 1 1.36 1 1.36

単位

年

滋賀県


